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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第82期
第１四半期
連結累計期間

第83期
第１四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 26,098 27,362 112,360

経常利益 (百万円) 815 1,670 5,768

四半期(当期)純利益 (百万円) 487 1,241 3,232

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 185 613 3,279

純資産額 (百万円) 58,730 61,541 61,377

総資産額 (百万円) 106,770 122,465 115,101

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 5.39 13.70 35.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― 13.70 ―

自己資本比率 (％) 54.9 50.2 53.2

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第82期第１四半期連結累計期間及び第82期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に継続企業

の前提に重要な疑義が生じるような異常な変動等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日）において、経営上の重要

な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、欧州における金融・財政危機や米国における個人消費の

低迷及び財政問題長期化の影響から、先進主要国の景気低迷が継続し、中国・インドなど新興国経済も

その影響を受けて輸出減や設備投資、個人消費の伸び悩みなどから成長は鈍化いたしました。わが国経

済も株式市場の低迷や１ドル80円前後の円高継続に加え、１ユーロも100円を切る水準で推移するな

ど、前連結会計年度から引続き極めて厳しい事業環境となりました。

当社グループの関連するエレクトロニクス市場は、スマートフォンやタブレットＰＣなどが海外

マーケットを中心に需要が拡大し、自動車関連需要も堅調に推移いたしましたが、ノートＰＣ、薄型テ

レビ関連の需要減や新興国需要の減少に伴う設備投資関連需要の低迷が続き、市場全体は総じて厳し

い状況となりました。

このような状況のもと当社グループは、事業構造改革の一環として、インターフェース・ソリュー

ション事業の一部終息や主力のコネクタ事業における生産増強投資等を進める中で、成長市場・機器

を中心に積極的なグローバルマーケティングと新製品開発活動の展開による受注・売上の拡大を図る

とともに、内製化の取組み強化によるコストダウン、設備効率化及び諸費用抑制など経営全般にわたる

効率化を推進し業績向上に努めました。その結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は、273億62

百万円（前年同期比105％）、利益面においては、営業利益15億57百万円（前年同期比147％）、経常利

益16億70百万円（前年同期比205％）、四半期純利益12億41百万円（前年同期比254％）と増収・増益

とすることができました。
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 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①コネクタ事業

当社グループの注力する市場分野において、情報・通信分野におけるスマートフォン、タブレット

ＰＣなどの成長機器、自動車関連分野における情報化の進展や環境対応車など堅調に推移する需要を

捉えることができ、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高224億43百万円（前年同期比

110％）、セグメント利益20億97百万円（前年同期比124％）と当社グループの主力事業として全社業

績を牽引いたしました。

②インターフェース・ソリューション事業

入力デバイス関連製品において、主として車載関連が堅調に推移しましたが、インターフェース機

器関連製品が市場低迷の影響を受けたことや事業構造改革の一環として行った海外の液晶基板実装

関連製品終息の影響を受け、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高15億76百万円（前年同

期比57％）、セグメント損失32百万円（前年同期は23百万円の利益）となりました。

③航機事業

民需分野において、主として海外油田掘削関連製品が堅調に推移したことや官需分野もほぼ計画

通り推移したことから、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高30億88百万円（前年同期比

116％）、セグメント利益4億70百万円（前年同期比132％）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、新製品生産用設備の取得による有形固定資産の増加等に

より前連結会計年度末に比べ73億64百万円増加の1,224億65百万円となりました。

負債は、生産増に伴う仕入債務の増加等により、前連結会計年度末に比べ72億円増加の609億24百万

円となりました。

純資産は、期末配当金の支払及び円高に伴う為替換算調整勘定の減少があったものの、四半期純利

益の計上により、前連結会計年度末に比べ1億63百万円増加の615億41百万円となり、自己資本比率は

50.2％となりました。

　
(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21億94百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 92,302,608同左
東京証券取引所
（市場第一部）

   単元株式数
      1,000株

計 92,302,608同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年 月 日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

─ 92,302,608 ─ 10,690 ─ 14,431

　

(6) 【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿に

より記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
1,710,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
90,116,000

90,116 ―

単元未満株式
普通株式
476,608

― ―

発行済株式総数 92,302,608― ―

総株主の議決権 ― 90,116 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本航空電子工業株式会社

東京都渋谷区道玄坂
１丁目21番２号

1,710,000― 1,710,0001.85

計 ― 1,710,000― 1,710,0001.85

　

２ 【役員の状況】

   該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 24,517 24,006

受取手形及び売掛金 ※1
 23,552

※1
 24,169

たな卸資産 9,756 11,016

繰延税金資産 2,014 2,072

その他 3,668 3,852

貸倒引当金 △33 △33

流動資産合計 63,475 65,083

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,272 17,113

機械装置及び運搬具（純額） 12,668 13,828

工具、器具及び備品（純額） 4,309 4,756

土地 5,264 5,255

建設仮勘定 4,379 8,881

有形固定資産合計 43,894 49,835

無形固定資産 1,934 1,900

投資その他の資産

繰延税金資産 2,890 2,903

その他 3,041 2,879

貸倒引当金 △135 △135

投資その他の資産合計 5,796 5,647

固定資産合計 51,625 57,382

資産合計 115,101 122,465
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 23,300

※1
 28,755

短期借入金 6,616 6,561

未払法人税等 1,007 653

取締役賞与引当金 70 25

その他 6,864 9,401

流動負債合計 37,858 45,396

固定負債

長期借入金 10,588 10,338

退職給付引当金 4,959 4,878

その他 317 311

固定負債合計 15,865 15,528

負債合計 53,723 60,924

純資産の部

株主資本

資本金 10,690 10,690

資本剰余金 14,439 14,439

利益剰余金 41,760 42,548

自己株式 △1,231 △1,231

株主資本合計 65,658 66,446

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 256 198

為替換算調整勘定 △4,637 △5,207

その他の包括利益累計額合計 △4,381 △5,008

新株予約権 100 103

純資産合計 61,377 61,541

負債純資産合計 115,101 122,465
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 26,098 27,362

売上原価 20,837 21,499

売上総利益 5,260 5,862

販売費及び一般管理費 4,204 4,304

営業利益 1,056 1,557

営業外収益

受取利息 8 9

受取配当金 96 172

為替差益 － 19

その他 28 31

営業外収益合計 133 232

営業外費用

支払利息 29 27

固定資産除却損 82 64

為替差損 252 －

その他 10 28

営業外費用合計 374 120

経常利益 815 1,670

税金等調整前四半期純利益 815 1,670

法人税、住民税及び事業税 395 466

法人税等調整額 △67 △36

法人税等合計 327 429

少数株主損益調整前四半期純利益 487 1,241

四半期純利益 487 1,241
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 487 1,241

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △18 △58

為替換算調整勘定 △284 △569

その他の包括利益合計 △302 △627

四半期包括利益 185 613

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 185 613

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第１四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日)

 (税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。

ただし、当該見積実効税率により計算した税金費用が著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率に

より計算する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形の会計処理

当第１四半期連結会計期間末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済されたものとして処理しておりま

す。これにより、当第１四半期連結会計期間末残高から除かれている期末日満期手形は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 393百万円 394百万円

支払手形 122 99

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであ

ります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 2,666百万円 2,665百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)
　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 452 5.00平成23年３月31日 平成23年６月９日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)
　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 452 5.00平成24年３月31日 平成24年６月11日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
コネクタ事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 20,460 2,742 2,655 240 26,098 ─ 26,098

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
1,697 23 357 △49 2,028 △972 1,056

(注) 1  セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社スタッフ費用
等の一般管理費972百万円については調整額としております。
2  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事業を含んで
おります。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
コネクタ事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 22,443 1,576 3,088 254 27,362 ─ 27,362

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
2,097 △32 470 △32 2,503 △945 1,557

(注) 1  セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本社スタッフ費用
等の一般管理費945百万円については調整額としております。
2  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス事業を含んで
おります。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 5.39円 13.70円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(百万円) 487 1,241

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(百万円) 487 1,241

    普通株式の期中平均株式数(千株) 90,598 90,591

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円 13.70円

    (算定上の基礎) 　 　

    普通株式増加数(千株) ― 17

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

第82期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）期末配当については、平成24年５月11日開

催の取締役会において、平成24年３月31日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質

権者に対して、次のとおり配当を行うことを決議し、配当を行っております。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 　452百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　５円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成24年６月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

日本航空電子工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    千    葉    　　　彰    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    辺    力    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
航空電子工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平
成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本航空電子工業株式会社及び連結子会社の
平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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